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１　重要な会計方針

　(1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券

　　　時価のあるものは期末日の市場価格等に基づく時価法

　　　（売却原価は移動平均法により算定）によっている。

　(2）固定資産の減価償却の方法

　　　造作……定率法によっている（ただし、２０１６年４月１日以後に取得した造作は定額法）。

　　　什器備品……定率法によっている。

　　　産業財産権……定額法によっている。

　(3）引当金の計上基準

　　　賞与引当金……職員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を

　計上している。

　　　退職給付引当金……退職給付の期末要支給額に相当する金額を計上している。

　　　役員退職慰労引当金……役員及び評議員の報酬及び費用に関する規程に基づき期末要支給額に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相当する金額を計上している。

　(4）消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２　金融商品の状況に関する注記

　(1）金融商品に対する取組方針

　　　当法人は、公益目的事業の財源の相当部分を運用益によって賄うため、債券、投資信託により

　　　資産運用する。なお、デリバティブ取引は行わない方針である。

　(2）金融商品の内容及びそのリスク

　　　投資有価証券は、債券、投資信託であり、発行体の信用リスク、市場価格の変動リスクに

　　　さらされている。

　　　

　(3）金融商品のリスクに係る管理体制

　　　①財産管理運用規程に基づく取引

　　　　金融商品の取引は、当法人の財産管理運用規程に基づき行う。

　　　②信用リスクの管理

　　　　債券については、発行体の状況を定期的に把握し、理事会に報告する。
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３　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

　

４　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。　　　　　

（単位：円）

５　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

（注）　１．国債の当期減少額には当期末評価損の計上26,519,000円が含まれている。

　　　　２．外国債の当期増加額には前期末評価損の戻入5,694,492円と当期末評価益の計上126,240,053円を合計した

　　　　　　131,934,545円が含まれている。
　　　　３．地方債の当期増加額には前期末評価損の戻入12,171,100円が、当期減少額には当期末評価損の計上

            4,564,400円が含まれている。

　　　　４．社債の当期増加額には前期末評価損の戻入11,918,500円が、当期減少額には当期末評価損の計上
            14,153,000円が含まれている。

　　　　５．退職給付引当資産の当期減少額には当期末評価損の計上455,695円が含まれている。

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　造作 2,318,961 2,273,716 45,245

　什器備品 6,412,563 6,041,300 371,263

　産業財産権 47,454,062 36,624,434 10,829,628

　ソフトウェア 948,472 569,082 379,390

合　　　計 57,134,058 45,508,532 11,625,526

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産  

　国債 0 290,259,000 26,519,000 263,740,000

　外国債 2,094,219,540 441,696,906 0 2,535,916,446

　地方債 607,828,900 12,171,100 404,564,400 215,435,600

　社債 288,081,500 11,918,500 14,153,000 285,847,000

　普通預金 200,085,968 400,174,832 600,196,193 64,607

小　　　計 3,190,215,908 1,156,220,338 1,045,432,593 3,301,003,653

特定資産

　退職給付引当資産 57,114,000 17,905,353 17,992,242 57,027,111

　公益充実資金 0 35,367,213 0 35,367,213

小　　　計 57,114,000 53,272,566 17,992,242 92,394,324

合　　　計 3,247,329,908 1,209,492,904 1,063,424,835 3,393,397,977

科　　目 当期末残高
(うち指定正味財産

 からの充当額)

(うち一般正味財産

 からの充当額)
(うち負債に対応する額)

基本財産

　国債 263,740,000 (0) (263,740,000) (0)

　外国債 2,535,916,446 (0) (2,535,916,446) (0)

　地方債 215,435,600 (0) (215,435,600) (0)

　社債 285,847,000 (0) (285,847,000) (0)

　普通預金 64,607 (0) (64,607) (0)

小　　　計 3,301,003,653 (0) (3,301,003,653) (0)

特定資産

　退職給付引当資産 57,027,111 (0) (0) (57,027,111)

　公益充実資金 35,367,213 (0) (35,367,213) (0)

小　　　計 92,394,324 (0) (35,367,213) (57,027,111)

合　　　計 3,393,397,977 (0) (3,336,370,866) (57,027,111)


